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「未来を切り拓くバイオマス」

京都府立大学大学院生命環境科学研究科

准教授　宮藤 久士 氏

地球の気温は年々上昇しており、２１００年には２０００年に比べ、
１℃～６℃程度上昇すると言われています。この地球温暖化の原
因が温室効果ガスであり、特に二酸化炭素は温室効果ガスの５
０％以上を占めています。この二酸化炭素削減に向けて、バイオ
マスエネルギーの利用が注目を浴びており、各国で研究されて
います。
バイオマス利用の促進には、化石資源に変わる二酸化炭素削
減効果、廃棄物低減とリサイクルの促進、健全な森林の育成やエ
ネルギーセキュリティーの向上などが挙げられ、カーボンニュー
トラルであること、石油石炭の代替エネルギーとして意義があり
ます。バイオマスは材料や有用ケミカルス、燃料、電気などに変
換するエネルギー種が多種であり、多様な利用が期待できます。
様々なバイオマスの中でも、木質バイオマスは最も身近な材
料として古くから利用されており、合板などの材料、メタン発酵な
どの化学材料や火力発電などの燃焼材料があります。現在では
化学材料として利用する研究が盛んであり、ブラジルなどではバ
イオエタノール技術が盛んです。将来的にはバイオマスから医
薬品成分へ変えていく化学合成技術が有用と考えています。
京都府立大学では、現在イオン液体を使った木材の利用法に

ついて研究しています。木粉をイオン液体により液化処理を行う
ことで医薬品成分であるレボグルコサンを合成する研究など、多
分野へ応用を可能とする原料の合成研究を行っています。
今後は、石油由来の化学製品がバイオマス由来の製品に代わ

るなど、バイオマスエネルギーが新しい代替エネルギーとなる時
代がやってくると考えます。

「木材とプラスチックの複合材
『ウッドプラスチック』について」
トクラス株式会社 事業開発推進部 ＷＰＣ事業推進Ｇ

　伊藤 弘和 氏

トクラス株式会社は、平成２５年１０月からヤマハリビングテック株
式会社から社名変更しました。ヤマハ系列の会社で主にエクステリ
ア用品を取り扱っており、ウッドプラスチックコンポジット（以下、ＷＰ
Ｃとする。）の開発は、自社の部材作りとしてスタートしたものです。
ＷＰＣという名前はあまり知られていませんが、住宅デッキや、

フェンスなど家屋建築だけでも７割程使用されています。エクステ
リア用途で普及したのは、日本が高温多湿であることや、木材の質
感とプラスチックの耐久性を兼ね備えた素材だからと考えます。
このＷＰＣは、木粉に熱可塑性樹脂を混ぜ込み熱成型したもので、
木材をフィラー（樹脂プラスチックの機能を高めるための充填剤）と
して使用したとみることができます。通常、フィラーはタルクや炭酸カ
ルシウムなどが使用されますが、これらと比較しても軽量で高強度、
高耐熱であり、他のプラスチックと差別化できる特性が多いです。
ＷＰＣの新技術事業は、林業社、プラスチック産業、ＷＰＣの新技
術製造から販売へと付加価値が向上していくことから、川上から川
下へつながる産業としても可能性を秘めており、現在、岡山県で新
事業が取組まれています。
これからのＷＰＣは、品質も安定し、耐久性も高いことから、海外
市場への展開も期待できます。実際、欧米では環境配慮の取組み
として、自動車を中心に植物由来度（原材料に占める植物由来成分
の割合）の規制があり、今後、日本にも影響すると考えられます。こ
の取組みから見ても、ＷＰＣは有用性が高いものとして展開できる
と思います。
今後は、金属より強いＷＰＣ開発を行い、高付加価値を付けてい

くことを考えています。
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お問い合わせ先

京都府中小企業技術センター 基盤技術課 化学・環境担当　TEL：075-315-8633  FAX：075-315-9497  E-mail：kiban@mtc.pref.kyoto.lg.jp

　次世代により良い環境を残すため、限られた資源の循環利用や環境
負荷の低減が図られた循環型社会の概念が浸透しつつあります。
　そこで、持続可能なものづくり実現のために、環境負荷の少ないバイ
オマス資源の利用法や新技術について、セミナーを開催しましたので、
その概要を紹介します。

「循環型社会の構築に向けて ～バイオマスを利用した新技術～」

お問い合わせ先

京都府中小企業技術センター 応用技術課 電気・電子担当　TEL：075-315-8634  FAX：075-315-9497  E-mail：ouyou@mtc.pref.kyoto.lg.jp

電波暗室ユニットを改造するととともに、公益財団法人ＪＫＡ補助事業にて周辺機器の更新・新規導入を行い
ました。今後、京都府内企業の皆様に、ＥＭＣ（電磁環境両立性）依頼試験等でご活用いただき、製品開発や
品質管理にお役立ていただきますようご案内いたします。

電波暗室ユニットと周辺機器の更新・新規導入のご案内

(1) 電波暗室ユニット（改造）
 【仕様】日本シールドエンクロージャー社製
  ６面電磁波吸収仕様
  発泡テーブル（1GHz～6GHz放射妨害波測定対応用）
  アンテナ可動範囲：1ｍ ～ 3.3ｍ
  ターンテーブル耐荷重：300kgまで

(2) ログペリオディック・アンテナ（新規）
 【仕様】Schwarzbeck社製(VULP 9118 E)
  周波数範囲：80MHz ～ 1GHz

(3) 自動走行式の妨害電力測定システム（新規）
 【仕様】デバイス社製(DM2454V1/0)
  長　　　さ：約6.0ｍ（ストローク約5m）
  移 動 速 度：約2.5～16.6cm/s
  位置分解能：1cm
  ソフトウェア：TEPTO-DV/PE（テクノサイエンスジャパン社製）

○1GHz～6GHzの放射妨害波測定（放射エミッション測定）が可能となりました。
　（電波暗室ユニットの性能向上、発泡テーブルの導入など）
○放射無線周波電磁界イミュニティ試験用にログペリオディック・アンテナを導入しました。
○自動走行式の妨害電力測定システムを導入しました。

主な試験機器のご紹介

トピックス

その他、以下の周辺機器を更新・新規導入しました。

 ○ベクトル・ネットワーク・アナライザ Rohde&Schwarz社製（ZNB8）
 ○擬似電源回路網（ＡＭＮ） Schwarzbeck社製（NNLK 8121）
 ○擬似通信回路網（ＩＳＮ） TESEQ社製（ISN T8）
 ○交流安定化電源装置（ＣＶＣＦ） 菊水電子工業社製（PCR4000LE）
 ○高調波／フリッカ・アナライザ 菊水電子工業社製（KHA1000）
 ○イミュニティテスタ（瞬停・ディップ試験用） 菊水電子工業社製（IT01-PCR-LE）
 ○高周波パワーアンプ Prana社（DP70D，MT200D）
 ○電波暗室内監視カメラ ネクステム社製（SC-PTZ-120）
 ○結合／減結合ネットワーク Ficsher Custom Communications社製（FCC-801-M2-16A, M3-16）

その他周辺機器の更新・新規導入機器

電波暗室ユニット（改造）

自動走行式の妨害電力測定システム（新規）

※ 上記装置のご利用につきましては、当センター 応用技術課 電気・電子担当にお問い合わせください。


